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 <2007年>

 人口                    696.3万人  財政会計年度     ４月～３月
                         (東京都の約１/２）  為替制度          カレンシー・ボード制
 一人当たりＧＤＰ   29,836ドル 通貨                 香港ドル
 産業構造(ＧＤＰ構成比） １次産業    0.1％ 1米ドル＝7.768香港ドル

２次産業   11.4％
      　　　　　　      ３次産業   88.5％ 面積1,101k㎡(東京都の約１/２）
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＜香港経済のこれまで＞

 

96～05年 2006年 2007年
政府 ＡＤＢ ＩＭＦ 民間機関

実質ＧＤＰ 前年比％ 3.4 7.0 6.4 4.0～5.0 4.5 4.3 実質ＧＤＰ
  個人消費 同上 1.9 6.0 7.8 ― ― ― 平均　
  総固定資本形成 同上 1.0 7.0 4.2 ― ― ― 5.2
製造業生産 同上 ▲ 3.9 2.2 ▲ 1.5 ― ― ― 最大
消費者物価 同上 0.8 2.0 2.0 3.4 3.4 3.6 6.4
失業率 ％ 5.6 4.8 4.0 ― ― 3.9 最小　
経常収支 億米ドル 178.2 218.7 ― 212.8 ― 4.6

（ＧＤＰ比） ％ (12.1) (13.5) ― (9.5) ( 9.9) (24社）
財政収支 億米ドル 75.4 148.3 ― ― ―

（ＧＤＰ比,年度） ％ ( 4.0) ( 7.2) ― ― ―
政府債務残高 億米ドル 31.1 ― ― ―
（ＧＤＰ比,年度末） ％ ( 1.6) ― ― ―

（備考）1.香港特別行政区政府統計局。ただし財政収支は“The 2008/2009 Budget”（2008年２月）発表、
　　　　　政府見通しは2008年２月発表、ＡＤＢは“Economic Development Outlook 2007 UPDATE”（2007年9月）、
　　　　　ＩＭＦは“World Economic Outlook”（2007年10月）による。
  　　  2.消費者物価は所得階層別に３種類発表されており、これらを統合してＣＰＩ総合が公表されている。表中では
    　　  ＣＰＩ総合を採用しており、都市部家計数の90％をカバーしている。

香港の主要経済指標
2008年

 

＜2007～08年の経済＞ 

2007年の経済成長率は6.4％となった。06年の7.0％より鈍化したものの、雇用・所得環境

の改善等を背景に個人消費が増加し、民間投資も機械設備投資や建設投資の好調を受け堅調に

推移したことから、内需を中心とする経済成長となった。一方、外需は中国向けの輸出が堅調

に増加したものの、好調な内需を反映して輸入が大幅に増加したことから、純輸出の寄与は減

少した。失業率は低下傾向が続き、07年 12月で 3.4％と約10年ぶりの低水準となった。 

08年の経済成長は、５％前後（政府見通し4.0～5.0％（08年２月時点）、民間機関22社の平均

5.1％（08年５月時点））と見込まれる。良好な雇用・所得環境や減税政策、金利の低下を背景

に個人消費等の内需が引き続き景気をけん引するとみられる。一方、インフレ圧力が高まって

おり、２月の消費者物価指数は前年同期比6.3％の上昇を記録した。このような中、下方リスク

として、商品市況の高騰や米ドルと連動した香港ドルの減価等による物価上昇の高進及び世界

経済の減速による輸出の鈍化等が挙げられる。 


